




































































































































































































































































































年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
GDP
成長率 6.98 7.13 5.66 5.40 6.42 6.24 5.25
年 2013 2014 2015 2016 2017 2018
GDP










































































項 目 2016年 2017年 2018年
実質 GDP成長率 6.2 6.81 7.08
農林水産業 1.4 2.90 3.76
鉱工業・建設業 7.6 8.00 8.85





年 2010 2011 2012 2013 2014
物価
上昇率 9.20 18.60 9.20 6.60 4.09
年 2015 2016 2017 2018
物価












































































中国 韓国 米国 ASEAN EU 日本 その他 計
貿易額 1,077.0 662.0 603.0 567.0 563.0 379.0 971.4 4,822.4
輸 出 419.0 183.0 475.0 247.0 425.0 189.0 509.2 2,447.2
輸 入 658.0 479.0 128.0 320.0 138.0 190.0 462.1 2,375.1








































































































































































2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 
1,163 1,639 1,589 1,837 2,120 2,592 3,038 3,862 3,975 4,342 



























































件数 金額 件数 金額 件数 金額
1 日本 429 65.9 201 14.0 585 6.1 86.0
2 韓国 1,043 36.6 403 22.7 1,899 12.8 72.1
3 シンガポール 226 14.2 69 18.5 464 18.0 50.7
4 香港 159 11.3 83 8.1 127 12.9 32.3
5 中国 389 12.2 90 4.5 1,029 8.0 24.6
6 英領バージン諸島 42 2.9 28 2.4 81 13.3 18.7
7 台湾 133 4.9 71 1.9 506 3.9 10.7
8 タイ 40 9.0 22 -3.1 108 1.8 7.6
9 オーストラリア 43 0.3 9 単位以下 137 5.7 6.1
10 フランス 41 5.2 12 0.1 98 0.5 5.9
その他 501 17.2 181 6.9 1,462 15.8 39.9










































順位 国・地域 件数 金額
1 韓国 7,459 625.7
2 日本 3,996 570.2
3 シンガポール 2,159 466.2
4 台湾 2,589 314.4
5 英領バージン諸島 793 207.9
6 香港 1,422 198.3
7 中国 2,149 133.5
8 マレーシア 586 124.8
9 タイ 528 104.4
10 オランダ 318 93.6
その他 5,354 562.6








件数 金額 件数 金額 件数 金額
加工・製造 1,065 90.7 743 50.9 1,528 24.3 165.9
不動産 92 52.2 31 7.3 147 6.7 66.2
卸売・小売 757 7.0 119 1.1 2,829 28.6 36.7
TPS 386 1.8 88 1.4 584 18.2 21.5
電気・ガス・水道 19 16.3 2 単位以下 0 0.0 16.3
建設 114 2.2 38 0.3 255 9.4 11.8
芸術・娯楽 7 0.1 1 11.2 9 単位以下 11.3
ホテル・飲食サービス 102 0.3 21 0.6 311 4.9 5.8
情報通信 243 2.7 47 0.9 321 2.0 5.6
運輸・倉庫 73 2.1 24 0.5 131 1.5 4.1

















































2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年





























































































































2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年











































































































































































































































































































































































順位 課 題（回答社数計：127社） 社数 比率
1 労働コストの上昇 44 34.6%
2 法制の運用が不透明 41 32.3%
3 他社との厳しい競争 40 31.5%
4 管理職クラスの人材確保が困難 40 31.5%





























































〇ベトナム計画投資庁計画投資省（Ministry of Planning 
and Investment） 外 国 投 資 庁（Foreign Investment 
Agency） http://fia.mpi.gov.vn/Home/en



































９　Comprehensive and Progressive Agreement for 
Trans-Pacific Partnership。米国を除く、オーストラ
リア・ブルネイ・カナダ・チリ・日本・マレーシア・
メキシコ・ニュージーランド・ペル ・ーシンガポール・
ベトナムの11か国が加盟。世界のGDPの13パーセン
トを占める。
10　https://www.worldbank.org/content/dam/Worldbank
11　ベトナムは同国にとっては初めての２国間FTA（EPA）
を日本と2008年12月に締結している（日・ベトナム
62
アジア経済分析～ベトナム経済と外国直接投資
経済連携協定（JVEPA）2009年10月発効）。
12　国営企業の定義をどう捉えるかによって企業数は違っ
てくる。ベトナム政府報告のデータでは、国家機関
が直接100%の資本を所有する企業は583社（2017
報告、2016年末時点）となっている。
13　一部のベトナム政府関係者からは、中国企業の投資
増加を受け、地場企業と公平な競争環境を保つため、
外資系企業への税や土地の優遇策を見直すべきとの
意見が上がっているようである。また、米国向けに
中国産の部材を使用したベトナム産製品の輸出が増
えることにより、中国産の迂回輸出として中国製品
と同様に高関税を課されるとの指摘もある。「米中貿
易摩擦、ホーチミン市に電気・電子製品の輸出に影響」
ジェトロ「ビジネス短信」2019年４月25日
14　（a）出店地域の小売店舗数、（b）市場の安定性、（c）
地域規模、（d）地域の開発計画との整合性、（e）地
域の人口密度、等が考慮されるとしている。
15　例えば、日本企業では、アシックス（ランニングシュー
ズ）、京セラ（複合機）、シャープ（パソコン）、任天
堂（家庭用ゲーム機）等。米国企業では靴メーカー
のブルックス（ランニングシューズ）、韓国企業では
TCL集団（テレビ）等。日経新聞、2019年７月18日
